
１１．キャリア教育・職業教育の推進

（前年度予算額 ７１７，７４８千円）
21年度予算額（案） ６１２，０９０千円

１ 趣 旨

近年、少子高齢化社会の到来、産業・経済の構造的変化や雇用の多様化・流動化
等を背景として、将来への不透明さが増幅するとともに、就職・進学を問わず進路
をめぐる環境は大きく変化している。

こうした中、児童生徒が勤労観・職業観を身に付け、主体的に進路を選択・決定
し、社会人・職業人として自立していくことができるようにするキャリア教育・職
業教育が強く求められている。

また、産業社会の技術革新、若者の職業意識の希薄化、少子高齢化が進展する中、
技術の継承や地域産業を担う専門的職業人の育成が求められており、これまで以上
に地域社会等と連携した職業教育の充実に取り組んでいくこととする。

さらに、政府は、教育基本法（平成18年法律第120号）に基づき閣議決定された教
育振興基本計画（平成20年7月1日）において、今後５年間に総合的かつ計画的に取
り組むべき施策の中で、特に重点的に取り組むべき事項として「キャリア教育や専
門高校における職業教育の推進」を掲げており、キャリア教育・職業教育のより一
層の推進に取り組んでいくこととする。

２ 内 容

１．発達段階に応じたキャリア教育総合支援事業（新規）
155,924千円（207,748千円）

① 発達段階に応じたキャリア教育支援事業（新規） 55,332千円
「キャリア教育実践プロジェクト （平成17年度から平成20年度まで）を通して、」

小中一貫したプログラムの開発、地域（保護者・住民・事業所等）に対して協力
を促す効果的な広報活動、産業構造や地理的制約（例：離島・山間部等のへき
地）等の地域の実情を踏まえた対応策等の課題を得ており、今後は、これらの課
題に対する解決策（モデルケース）を提示し、普及・定着を図るために、小・中
学校の発達段階に応じた組織的・系統的なキャリア教育プログラムの開発などの
調査研究を実施する。
・６地域

② 高等学校におけるキャリア教育の在り方に関する調査研究（継続）
100,592千円（207,748千円）

高等学校、特に普通科高校におけるキャリア教育の充実のため （１）高等学校、
段階におけるキャリア教育の充実 （２）外部の専門的な人材の配置及びその活用、
方法 （３）卒業者及び中退者への支援の在り方等の調査研究を実施する。、
・指定校：１１９校

２．小学校におけるキャリア教育の指導内容の充実（新規） 14,994千円
小学校からの組織的・系統的なキャリア教育を推進するため、その基盤たるべき

小学校におけるキャリア教育の具体的な指導内容・指導方法に関して （１）各教科、、
道徳、総合的な学習の時間等における指導との横断的な関連 （２）職場見学等の体、
験的学習の事前・事後指導の在り方 （３）各学年が相互に関連した指導の体系化と、
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中学校における指導との一貫性の確保等を含む指導資料を作成し、全ての小学校に
配布する。

３．専門的な職業系人材の育成推進事業 441,172千円（510,000千円）
① 目指せスペシャリスト 106,110千円（119,839千円）

社会や地域のニーズに応じて、スペシャリストの育成のために先導的な取組を行
う専門高校等に対する支援を行うことを通じて、職業教育の拠点としての専門高校
の活性化を図り、将来の専門的職業人を育成する。
・指定校：２６校

② 地域産業の担い手育成プロジェクト 335,062千円（390,161千円）
専門高校と地域産業界が連携して、ものづくりや食・くらしを支え、地域産業を

担う専門的職業人を育成するための取組を関係省庁（経済産業省、国土交通省、農
林水産省）と共同で実施する。平成２１年度は、産業界のニーズが高く支援対象地
域数が少ない分野（農業、水産、建設）の取組の充実を図る。
・指定地域：４５地域（予定）
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平成２１年度予算額（案）：１５６百万円

児童生徒が勤労観・職業観を身に付け、主体的に進路を選択・決定できるようにするため、

発達段階を通じた組織的・系統的なキャリア教育を効果的・効率的に実施すること

目的

（キャリア教育実践プロジェクト（Ｈ１７～Ｈ２０）を通して）
・小中連携による重複指導の回避、一貫したプログラムの開発
・職場体験受入先の開拓・負担軽減
・教員の理解促進
・外部人材の活用
・地域（保護者・住民・事業所等）に対して協力を促す効果的な広報活動
・産業構造や地理的制約（例：離島・山間部等のへき地）等の地域の事情を踏まえた対応策
・職場体験の教育効果を高めるための工夫策
・教員の負担軽減のための教材開発

 

等

課題

キャリア教育地域モデル
６地域（１地域あたり３タイプ）

解決策
模索・提示・普及

Ａタイプ
・大都市型（人口２０万人以上）
・指定校：小学校（３校）

中学校（３校）
・課題
・小中連携
・教材開発

 

等

Ｂタイプ
・中都市型（人口３～２０万人）

・指定校：小学校（２校）
中学校（２校）

・課題
・外部人材の活用
・産業構造等の地域事情を踏まえた
対応策

 

等

Ｃタイプ
・小都市型（人口３万人未満）

・指定校：小学校（１校）

中学校（１校）

・課題
・職場体験受入先開拓
・地域に対する効果的な

広報活動

 

等

１．発達段階に応じたキャリア教育支援事業（新規）

 

（２１年度予算額（案）：５５百万円）

発達段階に応じた

 

キャリア教育総合支援事業（新規）

２．高等学校におけるキャリア教育の在り方に関する調査研究（継続）

（２１年度予算額（案）：１０１百万円）

①高等学校段階におけるキャリア教育の充実 ③卒業者及び中退者への支援方策の在り方

②外部の専門的な人材の配置及びその活用方法
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新しい学習指導要領に基づくキャリア教育の
趣旨の徹底と指導内容の充実

学校ごと、教員ごとの差の縮小と全体的水準の向上
横断的キャリア教育の推進

中学校における指導との系統性・一貫性の確保

研究協力者会議（学識経験者・教育委員会指導主事・小学校教員などによる構成）

小学校におけるキャリア教育の指導内容の充実（新規）

２１年度予算額（案）

 

１５百万円

【背景】
進路指導の蓄積のない小学校におけるキャリア教育推進上の諸問題

•キャリア教育の目的・理念などに関する理解の不徹底
•これまでの教育実践とキャリア教育との密接な関連性に関する認識の不足

適切な指導資料の欠落
•指導内容・指導方法をめぐる暗中模索

←個々の教員の資質・能力・熱意などに依存する傾向
←学校ごとに区々な実践(学校間の大きな格差）

新しい小学校学習指導要領が求める横断的なキャリア教育の推進
•道徳（目標）＝道徳的価値の自覚及び自己の生き方についての考えを深め，道徳

 

的実践力を育成する
•総合的な学習の時間（目標）＝横断的・総合的な学習や探究的な学習を通して……

 

自己の生き方を考えることができるようにする。
•特別活動（目標）＝望ましい集団活動を通して……自己の生き方についての考え

 

を深め，自己を生かす能力を養う

系統的・組織的キャリア教育の基盤としては脆弱な実践
新教育課程に基づくキャリア教育への新たな期待

各種関連調査の分析
実践研究報告の分析
先進事例の収集・分析

研究・協議
1.

 

各教科、道徳、総合的な学習の時間な

 

どにおける指導との横断的な関連、
2.

 

職場見学などの体験的学習の事前・事

 

後指導の在り方、
3.

 

各学年相互間の関連を図った指導の

 

体系化と中学校における指導との系統

 

性・一貫性の確保の在り方

 

など

指導資料
の作成

全小学校に対するキャリア教育指導資料の配付

期待される成果
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専門高校において、大学・研究機関等との連携の強化により、将来の
地域社会の担い手となる専門的職業人を育成する。

目指せスペシャリスト（「スーパー専門高校」）

連携・協力

大学・研究機関等専門高校

・生徒を対象とした講座

の実施

・技術指導

 

など

特色ある取組を行う専門

 

高校を指定（３年間）

・特色あるカリキュラム

・技術開発研究の推進

・特許出願への挑戦

・技術・技能の習得

・高度資格への挑戦

 

など

文部科学省文部科学省

○先導的なカリキュラムの開発

 

○指導・運営・連携体制づくり

○生徒の専門性の深化

連携・協力

実 践 事 例

専門高校の活性化

平成21年度予算額（案）

 

106百万円（平成20年度予算額

 

120百万円）

先端的な技術・技能を有する人材の育成、技術の継承に貢献

福島県立会津工業高等学校（工業）福島県立会津工業高等学校（工業）

◎窯変天目茶碗の製作を通した
スペシャリスト育成への挑戦

油滴天目茶碗の斑点模様（試作品）

釉薬の調合実験

群馬県立勢多農林高等学校（農業）群馬県立勢多農林高等学校（農業）
◎地域農業の活性化やアジア農業の
発展に貢献できるバイオテクノロジー
のスペシャリストの育成

商品化に成功したサクラソウ

アブラナ科植物の育種（胚培養）

徳島徳島県立県立小松島西小松島西高等学校高等学校

（（商業・家庭・福祉商業・家庭・福祉））
◎生徒が設立・運営する模擬会社に
おける活動を中心とした人材育成
プログラムの推進

生徒開発商品の雪花菜（おから）アイス

ショップにおける販売実習-42-
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１２．教員の子どもと向き合う環境づくり

（前年度予算額 １，６８２，４８４，００３千円）
21年度予算額（案）１，６５４，０８７，２１６千円

◆義務教育費国庫負担金
（教職員定数の改善及び教員給与の見直し）

（前年度予算額 １，６７９，５７６，０００千円）
21年度予算額（案）１，６４８，２５０，０００千円

１ 趣 旨

（１）義務教育費国庫負担制度は、義務教育無償の原則に則り、教育の機会均等と水準
の維持向上を図ることを目的とする制度であり、公立の小・中学校（中等教育学校
の前期課程を含む ）及び特別支援学校の小・中学部の教職員の給与費について都道。
府県が負担した経費の３分の１を負担するものである。

（２）教職員定数の改善
子どもたちの学力の向上と規範意識の育成を図る観点から、教員が子ども一人

一人に向き合う環境をつくるため、既存の教職員配置を一部見直した上で、平成
２１年度において、１，０００人の教職員定数の改善を図る。

（３）教員給与の見直し
基本方針2006、同2008、中教審答申（19年3月）及び教育振興基本計画等を踏ま

え、人材確保法に基づく優遇措置を縮減するとともに、メリハリある教員給与体
系の推進を図る。

２ 内 容

１．教職員定数の改善
［内訳］

①主幹教諭によるマネジメント機能の強化 ４４８人
②教員の事務負担の軽減（事務職員定数の充実） ７３人
③特別支援教育の充実 ３８２人

○小・中学校の通級指導の充実（３００人）
○特別支援学校のセンター的機能の充実（３５人）
○養護教諭定数の充実（４７人）

④外国人児童生徒への日本語指導の充実 ５０人
⑤食育の充実（栄養教諭定数の充実） ４７人

計 １，０００人

２．教員給与の見直し
①メリハリある教員給与体系の推進

・給料の調整額の縮減（平成22年１月～）
調整数２→１．５（本給の６％程度→４．５％程度）

②基本方針2006による教員給与の縮減（2.76％）への対応
・義務教育等教員特別手当の縮減（平成22年１月～）

本給の３．０％→２．２％
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◆退職教員等外部人材活用事業 －サポート先生の配置－（再掲）

（前年度予算額 ２，８９７，５３３千円）
21年度予算額（案）５，７９５，０６７千円

１ 趣 旨

教員が子ども一人一人に向き合う環境をつくるとともに、新学習指導要領の先行
実施における理数教科の授業時数の増に対応するため、都道府県及び政令指定都市
が退職教員や経験豊かな社会人等を学校に配置する場合に、事業費の３分の１を国
が補助する。

２ 内 容

教員が子ども一人一人に向き合う環境をつくるとともに、新学習指導要領の先行
実施における理数教科の授業時数の増に対応するため、退職教員や経験豊かな社会
人等の配置を拡充する。また、地域の実情に応じたより積極的な活用が行われるよ
う、都道府県に加え政令指定都市が行う事業についても補助の対象とする。
７，０００人 → １４，０００人 （週１２時間換算）

①理数教育の充実（10,000人）
・先行実施する小学校第４～６学年の算数・理科の授業時数の増加分に対応する。
・先行実施する中学校の数学・理科の授業時数の増加分について、少人数指導を

行う。

②教育課題への対応（4,000人）
・習熟度別少人数指導
・小１プロブレム・中１ギャップ対応
・不登校等の生徒指導対応
・外国人児童生徒への日本語指導
・中学校の武道の充実
・特別支援学校のセンター的機能の充実
・社会人の活用 など
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【予算による非常勤講師】

【

 

教職員定数の改善】

※

 

行革推進法の範囲内で改善

③特別支援教育の充実

 

３８２人

②教員の事務負担の軽減(事務職員定数の充実)

 

７３人

①主幹教諭によるマネジメント機能の強化

 

４４８人

④外国人児童生徒への日本語指導の充実

 

５０人

⑤食育の充実(栄養教諭定数の充実) ４７人

○退職教員等外部人材活用事業の拡充 －サポート先生の配置－

定数改善

 

１,０００人
うち

 

定数増

 

８００人（１８億円）

平成２１年度

 

教員が子どもと向き合う環境づくりと
新学習指導要領の円滑な実施のための指導体制整備(案)

３００人
３５人
４７人

○小・中学校の通級指導の充実
○特別支援学校のセンター的機能の充実
○養護教諭

※１／３補助金

7,000人

 

→

 

１4,0００人（58億円）
〈週１２時間換算〉

H20

 

H21 

①理数教育の充実

 

１０，０００人
・先行実施する小学校第４～６学年の算数・理科の
授業時数の増加分に対応する。

・先行実施する中学校の数学・理科の授業時数の
増加分について、少人数指導を行う。

②教育課題への対応

 

４，０００人
・習熟度別少人数指導
・小１プロブレム・中１ギャップ対応
・不登校等の生徒指導対応
・外国人児童生徒への日本語指導
・中学校の武道の充実
・特別支援学校のセンター的機能の充実
・経験豊かな社会人の活用

 

等
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平成２１年度

 

教員給与の見直し（案）

義務教育等教員特別手当の縮減

 

（平成２２年１月～）

 

▲１９億円

２．基本方針２００６に基づく人材確保法による

教員給与の優遇措置（２．７６％）の縮減
▲１９億円

１．メリハリある教員給与体系の推進

給料の調整額の縮減

 

（平成２２年１月～）

 

▲４億円

▲４億円

教職調整額の見直しについては、学識経験者等からなる検討会議の「審

 

議のまとめ」を踏まえ、平成２０年１０月より、中央教育審議会において審

 

議を行っているところ。

※

・調整数２→１．５

 

（本給の６％程度→４．５％程度）

・本給の３．０％→２．２％

上記のほか、平成２０年度に実施した部活動手当など教員特殊業務手当

 

の倍増 （平成２０年１０月実施）の平年度化分あり。（１３億円）
※

上記のほか、平成２０年度に着手した義務教育等教員特別手当の縮減
（本給の３．８％→３．０％、平成２１年１月実施）の平年度化分あり。

（▲５６億円）

※
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◆学校マネジメント支援に関する調査研究事業

（前年度予算額 １０，４７０千円）
21年度予算額(案) ４２，１４９千円

１ 趣 旨
教員勤務実態調査によると、１日当たりの教諭の残業時間は平均で約２時間、１ヶ

月当たり平均約３４時間の残業時間となっており、事務・報告書の作成や会議・打合

せなどにかかる勤務時間が長く、多くの教員は負担に感じている。

また、精神疾患による病気休職者が増加しており、平成１９年度には過去最高

（4,995人、病気休職者のうち精神疾患によるものの割合は61．9％）となっている。

「教育振興基本計画 （平成２０年７月１日）において、学校事務の簡素化、共同実」

施や外部の専門家等の協力も得て保護者や地域の多様な要望により適切に対応するこ

とができるよう、学校の組織運営体制の改善に向けた各教育委員会・学校の取組を促

すことが求められている。

さらには、｢教育再生会議第３次報告｣（平成１９年１２月２５日）においても、学

校のマネジメント改革を行い、校長がリーダーシップを発揮できるようにすることが

提言されている。

このような状況を踏まえ、校長のリーダーシップの下、組織的・機動的な学校運営

が行われ、教員が児童生徒に向き合う時間を確保するとともに、心身ともに健康な状

態で児童生徒の指導にあたることができるよう、学校マネジメント支援に関する調査

研究を行う。

２ 内 容
（１）学校マネジメントに資すると考えられる項目について、効果的な取組を集積し、

全国的な展開を図るため、教育委員会に実践的な調査研究を委託する。

（主な項目）
①学校事務の外部委託（例：学校の庶務事務、経理事務及び施設管理業務等の

アウトソーシング）
②校務分掌の適正化（例：校内における教員間の業務負担の平準化、会議や調

査照会等の縮減などの学校の事務作業量の軽減）
③保護者等への対応（例：保護者や地域の方から学校への多種多様な要望等に

対する学校及び教育委員会の対応の検証等）
④教員のメンタルヘルス対策（例：教員の悩みを早期発見し、速やかに対応す

るための職場環境の整備、メンタルチェックによる実態把握及び対策）

委託件数：１１地域 → ６４地域
（事業実施を希望する都道府県及び政令指定都市）

（２）調査研究の取組の中で特に優れた研究成果を全国に普及するための連絡協議会
を開催する。
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【生涯学習政策局に計上】◆学校支援地域本部事業

（前年度予算額 ５,０４０百万円）

21年度予算額（案）(委託事業分) ３,４０４百万円

21年度予算額（案）(補助事業分) １４,２６１百万円の内数

１．事業の要旨

近年、子どもを取り巻く環境が大きく変化するとともに、家庭や地域の教育力が低下

しており、未来を担う子どもたちを健やかにはぐくむためには、学校、家庭、地域の連

携協力を強化し、社会全体の教育力の向上に取り組む必要がある。

このため、地域全体で学校教育を支援する体制づくりを行う「学校支援地域本部」の

取組を推進する。これにより、地域の大人が多く関わることで、多様な体験、経験の機

会が増えたり、規範意識やコミュニケーション能力の向上などの効果が期待され、かつ、

教員がより教育活動に力を注ぐことができるようになり、学校教育の充実を図ることが

できる。さらに、地域住民が自らの知識や経験を生かす場が広がり、生涯学習社会の実

現や地域の教育力の向上を図ることができる。

２．事業の内容

（１）学校支援地域活性化推進委員会の設置

学校支援地域活性化推進委員会を文部科学省に設置し、学校、家庭、地域をつなぐ

新たな連携方策の在り方等について検討、学校支援地域本部事業の選定、事業評価を

行う。

（２）学校支援地域本部事業の実施

全国の市町村を対象に、地域にコーディネーターを置き、その連絡調整の下に地域

住民がボランティアとして学校の教育活動を支援する「学校支援地域本部」を各市町

村に設置して先導的な取組を推進し、全国的な普及を目指す。

①運営協議会の設置（６５地域）

②実行委員会の設置（１,８００市町村）

③学校支援地域本部の設置（２,２２５箇所）

（継続分：１,２７５箇所、新規分：９５０箇所）

（３）学校支援地域本部事業の実施【補助事業】（「学校・家庭・地域の連携協力推進事

業」に予算計上）

【種 別】地方公共団体向け補助金（１／３）

【箇所数】学校支援地域本部の設置 ３,４００箇所
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新
規
：
9
5
0
箇
所
）

◇
補
助
事
業

箇
所
数
：
3
,
4
0
0
箇
所
（
補
助
率
：
1
/
3
）
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